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すれば、ジャカルタであろう。それは、ジャカルタがＡＳＥＡＮ最大の国・インドネシアの首都であるのみならず、ＡＳＥＡＮ事務局が存在する街だからである。無論、その地位は、ＥＵにおけるブリュッセルとは全く異 りタが果たす役割 まだま 小さい。他方、最近の変化に着目すれば二〇〇八年のＡＳＥＡＮ憲章発効後、ＡＳＥＡＮ外交 なかで ジャカルタの重要性が増していることが分かる
⑴。近時のＡＳＥＡＮ









機関は、ＡＳＥＡＮ事務局とは別個の組織であり、予算的 も独立しているが、物理的に ＳＥＡＮ事務局ビルのなかに居を構えている。第二グループ 域外国の援助機関である（詳細、後述） 。第三グループは国際機関である（詳細、後述） 。多くの機関がＡＳＥＡＮ事務局内部（または近辺）に事務所を構えてい ことは、コミュニケーションの円滑化、業務の効率化に貢献している。同時に、実務的な調整が、物理的にジャカルタで行われる結果に結びつ ている。
●ＡＳＥＡＮ常駐代表委員会　
ＡＳＥＡＮ常駐代表委員会（Ｃ
















会議は、 長国持ち回り制（二〇一五年はマレーシア）で運営されている。この点で、ジャカルタの役割は補助的なものに過ぎな 。第二に、現在まで ところ、各国ＡＳＥＡＮ代表部に所属する職員は、外務省から派遣された職員であり、外務省以外の省庁が担当る政策課題についての調整機能極めて低い。●域外国のＡＳＥＡＮ大使　
ＡＳＥＡＮ各国が常駐代表をジ































するため、ＡＳＥＡＮ事務局職員数が大幅に拡充される（三〇〇人から四五〇人 増員） 。しかし、ＡＳＥＡＮ事務局の予算には限界があることから、増員分職員の多くは、各国政府からの出向者で埋められる可能性が高い。現時点では、基本的に出向者はほとんどおらず（ベトナムを除く） 、ＡＳＥＡＮ事務局の中立性が維持される仕組みになっているが が一〇〇人単位で勤務するようになれば、ＡＳＥＡＮ事務局の性格自体が大きく変わる可能性があ 。第二に、各国 代表部に、





ると、関係機関 、ＡＳＥＡＮ事務局のあるクバヨラン・バル地区周辺に位置する傾向がある。前述のとおり、多くの機 がＡＳＥＮ事務局ビル内に事務所を構えている。また、事務局の敷地外ではあるが、クバヨラン・バル地区内にミャンマー・ＡＳＥＡＮ代表部なども点在す 第二のハブ なっているのが、スナヤン地区である。スナヤン地区には、ＥＲＩＡＯＥＣＤ東南アジア事務所、ニュージーランド大使館（含・ＡＳＡＮ代表部） 、タイ・ＡＳＥＡ代表部、ＪＩＣＡジャカルタ事務所（ＡＳＥＡＮ代表を含む）が居を構える。他方、警備や経済合理性等の理由から、在インドネシア大使館内に附置されているＡＳＥＡＮ代表部も多い。これらのＡＳＥＡＮ代表部は、インドネシア外
務省に近い位置、すなわちジャカルタ市の中心部に存在している。しかし、ジャカルタ市南部にＡＳＥＡＮ関連機関が一定以上集積した場合、またアタッシェの増加により人員規模が大きくなった場合大使館とは別の位置に代表部を構える国が増えていくものと考えられる。●おわりに　
本稿では、ＡＳＥＡＮ事務局が
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